
議第２３６号 

   京都市職員給与条例の一部を改正する条例の制定について 

 京都市職員給与条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

   平成３０年１１月２２日提出 

京都市長  門 川 大 作 

   京都市職員給与条例の一部を改正する条例 

京都市職員給与条例の一部を次のように改正する。 

第１５条中「４，４００円」を「５，４００円」に改める。 

第１７条第２項各号列記以外の部分中「，次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に掲げ

る」を「１００分の１３０（管理又は監督の地位にある職員で任命権者が定めるものにあ

っては，１００分の１１０）以内の」に改め，同項各号を削り，同条第３項中「，同項第

１号中「１００分の１２２．５」とあるのは「１００分の６５」と，「１００分の１０２．

５」とあるのは「１００分の５５」と」を削り，「同項第２号」を「同項」に，「１００分

の１３７．５」を「１００分の１３０」に，「１００分の８０」を「１００分の７２．５」

に，「１００分の１１７．５」を「１００分の１１０」に，「１００分の７０」を「１００

分の６２．５」に改める。  

第１８条第２項第１号中「１００分の９０」を「１００分の９２．５」に，「１００分

の１１０」を「１００分の１１２．５」に改め，同項第２号中「１００分の４２．５」を

「１００分の４５」に，「１００分の５２．５」を「１００分の５５」に改める。 

別表第１の１備考２を削り，同備考１を同備考とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，第１７条及び別表第１の１の改正規定

は，平成３１年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の京都市職員給与条例（以下「改正後の条例」という。）第１５

条（京都市教職員の給与，勤務時間等に関する条例（以下「教職員給与条例」という。）

第２１条において準用する場合を含む。）の規定は平成３０年４月１日から，改正後の

条例第１８条第２項（教職員給与条例第２７条において準用する場合を含む。次項にお

いて同じ。）の規定は同年１２月の支給に係る勤勉手当から適用する。 



（勤勉手当の額の特例） 

３ 平成３０年１２月の支給に係る勤勉手当の額に関する改正後の条例第１８条第２項の

規定の適用については，同項第１号中「１００分の９２．５」とあるのは「１００分の

９５」と，「１００分の１１２．５」とあるのは「１００分の１１５」と，同項第２号

中「１００分の４５」とあるのは「１００分の４７．５」と，「１００分の５５」とあ

るのは「１００分の５７．５」とする。 

（給与の内払） 

４ 改正後の条例の規定を適用する場合においては，この条例による改正前の京都市職員

給与条例の規定に基づいて支給された給与は，改正後の条例の規定による給与の内払と

みなす。 

提案理由 

 職員の給与を改定する等の必要があるので提案する。 


